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平成 29 年度学内教育 GP プログラム事業経費 成果報告書 
 

区 分  継続型 

事業名称 
“多様な食育の場に対応可能な高度専門家の育成” 

大学院副専攻「SHOKUIKU プログラム」 

取組代表者名 

担当者名 

   

  

基幹研究院 自然科学系 教授  藤原葉子 

基幹研究院 自然科学系 教授  香西みどり 

基幹研究院 自然科学系 教授  森光康次郎 

基幹研究院 自然科学系 教授  赤松利恵 

基幹研究院 自然科学系 准教授 須藤紀子 

基幹研究院 自然科学系 助教  佐藤瑶子 

ヒューマンライフイノベーション研究所 特任准教授 石川朋子 

 

 

１．成果の概要 
実施した事業の成果について、その具体的内容、意義、重要性等を、当初設定した目的・目
標に照らし、３ページ以内で、できるだけ分かりやすく記述すること。必要に応じ、図表を
用いても構いません。 
 

本プログラムは、社会の多様なニーズに対応可能な、食育の高度専門家を育成するため、
大学院副専攻「SHOKUIKU プログラム」を開講・運営するものである。 
 
背景 

超高齢社会に突入した我が国では、世代を超えて健やかに生きる力を養うことが求めら
れ、食育が担うべき役割は大きい。社会の様々な場面で、科学的根拠に基づいた質の高い
食育を推進するためには、食に関する幅広い専門的知識と実践力をもつ人材が必要である。
文部科学省特別経費の採択を受け、平成 22～27 年度に実施した“多様な食育の場に対応可
能な高度専門家の育成”プロジェクトでは、大学院教育とプロジェクト採用教員の育成に
より、多くの高度食育専門家を輩出してきた。平成 29 年度も、主要事業である大学院副専
攻「SHOKUIKU プログラム（ベーシックコース・アドバンスコース）」を学内 GP プログラム
として継続・実施した。 

 
これまでの実績 
 大学における食育プログラムは、愛媛大学農学部など数例あるが、大学院教育課程への
設置は本学が唯一であり、様々な領域の女性リーダー育成を担う本学に相応しい独創性の
高いプログラムである。「SHOKUIKU プログラム」を修了すると、本学学長より「お茶の水
女子大学専門食育士®（ベーシックコース修了者）」「お茶の水女子大学専門食育士®（上
級）（アドバンスコース修了者）」に認定される。 

平成 23 年度の副専攻開設以来、多くの大学院生が履修し、毎年の履修登録者数は平均 39
名で、本学大学院に設置された副専攻の中でもおそらく最大規模である。全学的な文理融
合型副専攻として学内の認知度も高く、履修者の専攻はライフサイエンス、理学、人間発
達科学、ジェンダー社会科学、比較社会文化学と多岐に渡っている。また本プログラムの
開講科目を大学院共通科目として履修する学生も多い。さらに社会人が科目等履修制度を
利用して履修するなど、本学の卒後教育プログラムとしての実績もある。 

平成 26 年度に社会人教育としてプロジェクトが主催した「SHOKUIKU 公開講座～エビデン
スに基づいた食育活動を目指して～」では、全６回の講座に延べ 316 名の受講者が参加し
た。そのため、今年度も公開講座や副専攻履修について、学外からの問い合わせも多く、
食や食育そのもの、およびその知識や情報を得られる機会に対する社会的ニーズの高さが
うかがえる。 

平成 28 年度からは学内教育 GP としての運営となったが、履修生の多様性、履修人数、
大学院共通科目としての活用、科目等履修生制度を利用した卒後教育プログラムとしての
活用などはさらに充実し、本学大学院における特徴ある教育体制として継続できている。 
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実施事業 
1． 副専攻「SHOKUIKU プログラム」の開講 

平成 29 年度の副専攻履修登録者は、以下のとおりである。 
 

表１ 副専攻履修者 
ベーシックコース  
前期／後期 専攻 コース／領域 新規 継続 

博士前期課程 比較社会文化学 日本語日本文学 0 1 
人間発達科学 教育科学 0 1 

保育・児童学 1 0 
ジェンダー社会科学 生活政策学 0 2 
ライフサイエンス 生命科学 2 1 

食品栄養科学 5 2 
理学 数学 1 0 

物理科学 4 0 
情報科学 0 1 

博士後期課程 比較社会文化学 国際日本学 0 1 
ライフサイエンス 人間・環境科学 0 1 

食品栄養科学 0 1 
科目等履修生   1 0 

合計 14 11 
 

アドバンスコース  
前期／後期 専攻 領域 新規 継続 

博士後期課程 ライフサイエンス 食品栄養科学 1 2 

合計 1 2 
 
  

表２ 称号認定者 （今年度人数と累計人数） 
年度 「お茶の水女子大学 

専門食育士®」 
「お茶の水女子大学 
専門食育士®（上級）」 

平成 23 13 0 
平成 24 2 1 
平成 25 42 2 
平成 26 18 2 
平成 27 29 1 
平成 28 19 1 
平成 29 10 1 

合計 133 8 
 
 

2． 「SHOKUIKU プログラム」必修科目・選択必修科目の開講 
平成 29 年度は、博士前期課程の 4科目と、博士後期課程の１科目を開講した。 
本年度も、科目等履修生制度により社会人（本学卒業生）が履修した。 

「エビデンス食教育論」（ベーシックコース・必修・履修者 26 名） 
食育におけるエビデンスの必要性・重要性を認識し、その研究手法を学び、エビデンス
を読み解く力を養う。 

「食育研究コロキアム」（同・必修・履修者 15 名） 
食情報のエビデンスを主体的に集積し、エビデンスに基づいて論理的に議論・伝達する
力、コミュニケーション能力を養う。 

「食のサイエンス」(同・選択必修・履修者 13 名) 
食品機能・生理機能等の食情報を体験的に伝えることの重要性を認識する。 

「食文化論」（同・選択必修・履修者 19 名） 
食文化を伝承する意義を認識し、食文化研究におけるエビデンスを学ぶ。 

「食育総合研究」（アドバンスコース・必修・履修者１名） 
科学的根拠の構築として、食研究・食育研究を実践し副論文を作成する。 

「食育フィールド実習」 
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副専攻履修生の学外体験学習として、信州大学附属アルプス圏フィールド科学教育研究
センターにおける「食育フィールド実習」に 9 名が参加した。 
 

 
3． 食育実践者のための教科書作成 

「エビデンスで差がつく食育」 
藤原葉子・石川朋子・赤松利恵・須藤紀子・森光康次郎・香西みどり・佐藤瑶子共著

（光生館）平成 29 年 9 月 1 日発行 
食や食育そのもの、およびその知識や情報を得られる機会に対する社会的ニーズの高

さを鑑み、「SHOKUIKU プログラム」のコア科目「エビデンス食教育論」の講義内容を簡
潔かつ平易にまとめた。食育実践者のみならず、大学生・大学院生にも学んでもらいた
い食育におけるエビデンスについて解説した教科書である。 

 
4． SHOKUIKU 研究 

本学学生の食生活実態を把握するために、「生活科学概論」履修者を対象として、
食意識・食生活調査を実施し、本学学生の特徴および問題点について解析を行った。
得られた結果は、ヒューマンライフイノベーション研究所における教育プログラム
構築の基盤として活用する。 

文理融合型副専攻である「SHOKUIKU プログラム」は、履修生の多様性に配慮した
科目運営が求められる。専門分野の異なる履修生の講義への関心、意欲、成果等を
比較検証するため、「エビデンス食教育論」講義終了後の自由意見をテキストマイ
ニング手法により解析した論文を国際学術誌に投稿・審査中である。 

 
5． 情報発信 
  「食育の多様化で健康寿命の延伸をめざす」 

藤原葉子 
第 76 回日本公衆衛生学会総会市民公開シンポジウム１“幼小児期から思春期・
若年成人期における生活習慣の見直しと健康増進” 主催：日本学術会議臨床医学
委員会・健康・生活科学委員会合同生活習慣病対策分科会（2017/11、鹿児島） 

日本学術会議生活習慣病対策分科会での提言を目標とするシンポジウムにおいて、
昨年の日本循環器病予防学会に続き、本学での取り組み紹介と、食育・家庭科教育に
よる思春期・青年期を対象とした生活習慣病予防対策についての提案を行った。公衆
衛生学分野における食育への関心は大きく、フロアとも活発な意見交換を行い、本学
の取り組みに対して期待が寄せられた。 

 

 

２．今後の取組み継続に係る実施体制及び資金確保の状況について 

  本経費は、学外の競争的資金等によるプロジェクトで、プロジェクト実施期間終了後も引き 

続き取組みを継続するための体制を整備するために配分されたものです。本経費の支援期間終了

後の実施体制及び資金確保の状況について記述してください。 

 

平成 29 年度、副専攻「SHOKUIKU プログラム」の運営部門である「生活環境教育研究セン

ター SHOKUIKU 総合研究部門」は、「ヒューマンライフイノベーション研究所 食生活環境科

学部門」に統合された。さらに平成 30 年度からは、同研究所の食品科学部門・栄養科学部門

へと改組された。これまでの SHOKUIKU 総合研究部門の事業成果と教育プログラムの継続的運

営は、同研究所の事業計画「生活習慣病予防 program の作成」における両部門の事業活動の

根源を成している。さらに平成 29年度学内科研の採択課題「女子青年における食生活と心身

の健康との関連に関する縦断的研究」においても、本事業の成果と運営経験が、着実な事業

展開の基盤のひとつとなっている。本経費の支援期間終了時(H32 年度）を目標に、ヒューマ

ンライフイノベーション開発研究機構との連携により、人々のからだと心の健康を支える食

育を推進するための教育プログラムの一翼を担う事業へと、さらなる発展的継続を目指して

いく。 

 


